（　様　式　１　）

フェニックス事業用地（尼崎市東海岸町沖地区）分譲応募登録申込書

令和７年　　　月　　　日

兵庫県知事　齋　藤　元　彦　様

「フェニックス事業用地（尼崎市東海岸町沖地区）「Ｂ－１ブロック」分譲募集要領」に記載の内容を承知の上、登録を申し込みます。
	申込者
	住　　　所
	

	
	名　　　称
	

	
	代表者名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	
	業　　　種
	


	担当者
	所属・役職
	

	
	氏　　名
	

	
	連 絡 先
	電　話

ＦＡＸ

メール


（　様　式　２　）

質　疑　書

令和７年　　月　　日

　兵庫県知事　齋　藤　元　彦　様

住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
名　　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
担 当 者

所属・役職　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電　　話　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電子メール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
フェニックス事業用地（尼崎市東海岸町沖地区）「Ｂ－１ブロック」分譲募集への申込みに関して、次のとおり質疑を提出します。
	No.
	項　　目
	内　　  容

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※　必要に応じて、行を追加してください。
　

（　様式　３　）

フェニックス事業用地（尼崎市東海岸町沖地区）分譲申込書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和７年　　月　　日
兵庫県知事　齋　藤　元　彦　様
                  　　　　　　　              郵便番号　　　　－　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　私は、「フェニックス事業用地（尼崎市東海岸町沖地区）「Ｂ－１ブロック」分譲募集要領」記載の応募資格、選定基準及び土地の性状等を十分に了承のうえ、下記のとおり申し込みます。
  また、審査委員会での審査の結果については、一切異議を申し立てません。

記
	項　　目
	記　　入　　欄

	１　申込価格
	￥　　　　　　　　　　　　　　　

	２　担　当　者
	職・氏名
	

	
	電話番号
	

	
	Ｆ Ａ Ｘ
	

	
	E-mail
	


 (注）１　「１　申込価格」は面積当たりの単価ではなく、総額を記入してください。記入する価格は、最低価格以上としてください。
２　「２　担当者」欄に記載された方あてに審査結果を通知します。
　（　任意様式　）
事　業　計　画　書
事業計画書は、フェニックス事業用地（尼崎市東海岸町沖地区）で実施される事業内容など、現在、応募者が考える計画の全容が把握できるように、以下の項目毎に、具体的（Ａ４用紙に３枚程度）に記載願います。

１　会社概要

　　名称、資本金、設立年月、業種、主な事業活動などの概要を記載してください。

２　事業内容、建築物等の概要、資金調達計画　等

（１）事業内容

事業概要、事業用地の位置づけ、ターゲットとする市場、提供する商品など、事業内容が把握できるよう、具体的に記載してください。

（２）建築物等の概要

建築物等を建築もしくは設置する場合は、建築物の用途（工場、事務所など）や使用目的、建築物の建築面積および延べ面積を記載してください。

また、建築物等の配置図を添付してください。

（３）資金調達計画

　　　　調達目的、調達金額（うち、自己資金、借入金の別）、借入先、償還年数を記載してください。

（４）当該用地での従事者数及び水道使用量

　　　　当該用地での従事者数（人）及び水道使用量（日あたり）を記載してください。

４　地域への貢献

　　応募者の阪神南地域(尼崎市・西宮市・芦屋市)に立地する本社・支社・事業所等に新規雇用者を配属する計画や阪神南地域における地域活動への参画などを記載してください。

５　環境への配慮やSDGsへの取組み（地域への貢献を除く）
　（１）環境対策の取組み

事業に伴い増加する周辺環境負荷軽減策（周辺美化対策、周辺防塵対策、周辺騒音・振動対策）、エコカーや省エネ施設の導入、緑化推進など、事業に伴って取り組む地域環境への配慮などを記載してください。特に、この地域特有の課題となっている周辺渋滞対策として、事業用車両の渋滞多発箇所（五合橋線北行き国道４３号交差点等）を迂回したルート計画（阪神高速５号湾岸線の活用、東進時の「清掃局前」交差点の活用等）や、従業員送迎車両の有無などの取組みについて記載してください。
（２）その他のSDGsの取組み
　 上記４及び５（１）に記載された事項以外で、当該用地での社会課題解決への取組みや労働環境の充実など、SDGsの目標達成に向けた特徴的な取組みを記載してください。
　６　加点項目に関する記載（該当する場合のみ）
　　（１）兵庫県産業立地条例の重点立地促進事業または尼崎市企業立地方針の重点分野（成長関連産業）に該当する事業
　　　　　上記２（１）の事業内容の記載において事業の先端性や成長性、社会的意義などを記載してください。
（２）港湾取扱貨物量等
　　使用岸壁、使用荷役機械、海上貨物量（ﾌﾚｰﾄ・ﾄﾝ／年）、係船回数（回／年）、について具体的に記載してください。

事業用地における立地後の海上貨物取扱量等について、詳細を様式６（岸壁荷役量及び荷役頻度並びに使用船舶等）に記入の上、提出してください。

なお、Ｂ-１ブロックに立地することにより、尼崎西宮芦屋港として純増となる海上貨物のみを記載してください（既存の海上貨物を申込み区画に集約するなど、全体としての海上貨物取扱量増加に繋がらないものは、当該海上貨物量には含めないでください）。

また、事業計画書に貨物の経路を具体的に記載ください（貨物の発着地や応募者が港運業者の場合は「荷主名」を、応募者が荷主の場合は「（予定）港運業者」についても明記してください）【企業名は情報公開の対象外となります】。

７　その他

その他、上記項目に限らず、ＰＲできる点や、補足事項等があれば具体的に記載してください。
（　様　式　４　）

誓　　　約　　　書

私は、兵庫県が実施するフェニックス事業用地（尼崎市東海岸町沖地区）「B-1ブロック」分譲募集への応募にあたり、分譲募集要領の各条項を十分承知すると共に、次の事項を誓約します。

１　操業又は営業にあたっては、大気汚染、水質汚濁、土壌汚染等の環境保全に関する法令並びに兵庫県及び尼崎市が定める条例等を遵守します。
２　取得したフェニックス事業用地（尼崎市東海岸町沖地区）の敷地造成等において、建設発生土及び汚染土壌は取り扱いません。

３　港湾貨物取扱量の確認のために、港湾管理者に申請した係留許可申請書を県が利用しても異議を申し立てません。

４　操業又は営業の開始後、県が事業計画書に記載した事業内容等の確認を求めた場合は、事業所等への立入検査の実施及び県が必要とする書類の提出に協力します。

５　次に掲げる①～⑤に該当していません。

①　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当する者

2 県税（個人県民税及び地方消費税を除く。延滞金等の附帯金を含む。）を滞納している者

3 法人税、消費税及び地方消費税（延滞税等の附帯税を含む。）を滞納している者

④　会社更生法（平成15年法律第154号）に基づく更生手続の開始の申立て（旧会社更生法（昭和27年法律第172号）に基づくものを含む）、又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続き開始の申立てをしている者

⑤　暴力団排除条例（平成22年兵庫県条例第35号）第２条第１号に規定する暴力団、第３号に規定する暴力団員又は暴力団排除条例施行規則（平成23年兵庫県公安委員会規則第２号）第２条各号に規定する暴力団及び暴力団員と密接な関係を有する者

令和　　　年　　　月　　　日　　

兵庫県知事　齋　藤　元　彦　様

住　　所

名　　称　　　　　　　　　　　　　           　社印

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　

（　様　式　５　）　
兵庫県重点立地促進事業または尼崎市企業投資促進重点事業に該当する事業
	条例
	兵庫県産業立地条例第2条第2項
	尼崎市企業投資促進条例第2条第2号

	該当する
項目に○
（複数選択可）
	１ 水素の製造､輸送､供給及び利用に関する製品
２ 再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ源による発電のための製品
３ 廃プラスチックのリサイクルのための製品
４ 蓄電池
５ 航空機
６ ロボット
７ 医薬品
８ 医療機器
９ 半導体集積回路
	１ 新エネルギー、環境関連産業分野
２ 半導体産業分野
３ 健康医療産業分野

	進出の経緯
(300字以内)
	

	事業内容
(1,000字以内)
	


（事務局使用欄）※応募者は記入しないでください

本事業は兵庫県重点立地促進事業または尼崎市企業投資促進重点分野に（ 該当する ・ 該当しない ）

岸壁荷役量及び荷役頻度並びに使用船舶等の計画
【事業用地における立地後の海上貨物取扱量等】

	
	使用岸壁
	使用荷役機械
	使用船舶

（総トン）
	内航・外航
	海上貨物の種類
	係船回数

(回／年）
	海上貨物量

(ﾌﾚｰﾄ・ﾄﾝ／回）
	海上貨物量

（ﾌﾚｰﾄ・ﾄﾝ／年）

	入
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	
	
	

	出
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	
	
	
	


（注）　①　「海上貨物量（ﾌﾚｰﾄ・ﾄﾝ／年）」は、「係船回数（回／年）」×「海上貨物量（ﾌﾚｰﾄ・ﾄﾝ／回）」として記入してください。

②　使用岸壁、使用起重機、使用船舶、内航・外航、海上貨物の種類が異なる場合は、行を変えて記入してください。

③　使用荷役機械は県営起重機、移動式荷役機械、起重機船、RO-RO形式等を記入してください。

④　数行に記載された場合は、最下段に合計を記入してください。

⑤　行が足りない場合は、追加して下さい。

⑥　合理性に欠ける数字を記入した場合は、失格になることがあります。
（　様　式　６　）








